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本稿のテーマは日本の地方自治体の自治立法権に関する研究である。本研究の目的は日本の地方自
治体における自治立法権（主に条例制定権）に関する従来の議論を取り上げることを通じて現行法制
下（憲法，地方自治法など）における地方自治体の自治立法権を再検討し，２１世紀の分権型社会に向
けた自治立法権のあり方を考察してみることにある。
本稿の構成は四つの章で成り立っている。第一章自治立法権の沿革，第二章条例制定権の範囲
と限界，第三章自治立法権に関する比較法的考察，第四章地方分権時代における自治立法の在り
方と題して叙述を行っている。
第一章は日本国憲法第九四条と地方自治法第一四条により保障された日本における自治立法権の沿
革を叙述しているが，章の前半には条例制定権に関する諸学説の展開を初期の「法律先占論」から憲
法の保障する生存権，人民主権，生活権などの人権論を用いて法律との関係における条例の許容範囲
を広げようとするいわゆる「上乗せ」「横出し」条例許容論等に至るまで，条例論に関する主要学説
の議論や論点をまとめてみた。
章の後半には戦後制定された条例のに'｡で特にその社会的。立法的。政策的比重が大きい条例を選び，
条例の歴史的展開の過程を四つの時期に区分して追ってみた。その際，その条例が制定に至るまでの
立法的。社会的背景，条例の制定。施行がもたらした他の自治体や国の立法への影響などを中心に論
点を叙述した。
このような内容構成となっている第一章の趣旨は憲法と地方自治法により保障されている自治立法
権が中央集権的法体制や中央省庁の縦割り行政システムによりいかに脆弱なものであり，制約されて
いるか，にもかかわらず自治体はそのような制限された自治立法権を活用し，国の法律の不備を補い，
国の政策を先導（特に公害。環境行政領域）しながら自治権の向上に努めてきたかを紹介することで，
自治立法権の果たす役割の重要性を改めて見直すことにある。
第二章は，条例制定権の範囲と限界に関する問題を憲法の法律留保事項や基本的人権との関わりか
らアプローチしている。財産権保障規定を定めた憲法第二九条二項，罪刑法定主義を定めた憲法第三
一条，租税法律主義を定めた憲法八四条などの憲法の法律留保事項や憲法第一四条，二一条，二二条
等の基本的人権と条例制定権との関係で法解釈上従来，議論の対象とされてきた論点をまとめた。ま
た，条例と法律の抵触が問題となり，注目を集めた徳島市公安条例事件上告審判決（最高裁昭和50.
－１９－
９．１０，刑集29巻８号489頁)，高知市普通河川管理条例事件上告審判決（最高裁昭和53.12.21,民集
32巻９号1723頁)，宝塚市パチンコ店規制条例事件（神戸地裁平成９．４．２８判夕947号115頁）等三つ
の判例を取り上げ法律との関係における条例制定の可否の問題を考察してみた。
第二章の趣旨は，法律と条例の抵触関係を調整。解決する制度的仕組みが十分に整備されていない
うえ，判例。学説による判定基準も明確でないために，条例制定権の範囲と限界に関する判断基準が
暖昧となり，条例制定権の範囲も狭められ，法秩序における条例の法的安定性や将来の予測可能性が
十分に確保されない問題点を指摘し，条例と法律の関係に関する新たな判断基準を見出すことにある。
第三章は，今日の日本の地方自治制の形成に大きな影響を与えたとされるドイツとアメリカの自治
立法権の内容を紹介し，日本における自治立法権に関する論議にいささか示唆となるようなところを
考察することを試みた。第一節ではこの章の自治立法権に関する比較法的考察を理解するための基礎
知識としてドイツ等のいわゆる団体自治を中心とする大陸型地方自治制とアメリカ等の住民自治を中
心とする英米型の地方自治制の特徴，相違点等を比較して考察してみた。第二節と第三節ではアメリ
カとドイツの自治立法権に関して述べているが，両国の法体系における自治立法権の法的位置づけ，
特徴，沿革，自主性の度合いといった内容だけでなく，両国の自治立法権に関する理解を深めるため
に両国の地方自治制全般に関する概観を行った。
この章の趣旨は，ドイツとアメリカの自治立法権の内容を日本のそれと比較法的に考察することに
より，両国に比べ自治立法権の裁量の幅が狭く，条例制定の事項の範囲も国の法律との関係から委縮
されている日本の自治立法権の現実を紹介し，自治立法権の範囲と自主性を拡大するために両国の制
度から取り入れるべき点を見出すことにある。
第四章は，これまでの自治立法権に関する議論を踏まえ，近年の地方分権の潮流と関連して２１世紀
の地方分権時代に向けた自治立法権の在り方を模索している。第一節では近年における地方分権論議
の流れを概説し，それに関わる論点を取上げた。第二節では地方分権推進委員会の勧告及びそれに基
づいて作成された地方分権推進計画の地方分権改革案から自治立法権に関する論点を取り上げた。第
三節では自治体の最高条例あるいは自治体の憲法ともいうべきいわゆる自治基本条例（あるいは自治
憲章条例ともいわれる）を制定し，これを頂点とした自治立法体系を構築すべきことを述べた。第四
節では一九八○年代後半から議論されるようになった自治体の政策法務論を取り上げ，政策法務論に
おける自治立法の重要性と，国法の執行からくる弊害を乗り越え自治立法権の自主的な活用により主
体性をもった自治体政策の実現を主張した。第五節では日本における立法の運営は国レベルでも自治
体レベルでも官治。集権型の構造になっているため市民主導の市民型。分権型の自治立法の運営が困
難であることを指摘し，自治体レベルにおける市民立法権の確立方法について考察してみた。
以上のような内容構成となっている本稿の全体的な問題意識は地方自治権の向上につながる自治立
法権の強化方途を探ることである。そのために，本稿は集権的。官治的現行法制度下におかれている
自治立法権が抱えている問題点や国法による全国画一的。省庁縦割り的規制の弊害を指摘し，近年の
地方分権の潮流の中で，住民に最も身近な法体系である自治立法が国法の欠点を補い地域住民の人権
と生存権を守る堤防となれるような方法論を四つの章で構成されている論文全体を通じて考察してみ
ることを試みた。
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AbStract
Generally，thelocalgovenⅢnenthaslegislative，administrative，andfInancialpowers，whicharecalled
“localgovemjngpowers,,、Thelocalgovernment1slegislatiｖｅｐｏｗｅｒｉｓｔｈｅｍｏｓｔｈｎｐｏｒｔａｎｔｐｏｗｅｒamong
thelocalgovemingpowers・
Nevertheless，today，thelocalgovernmemlegislativepoｗｅｒｏfJapaneselocalselfLgovennnemshasnot
discussedcompletelycomparewithotherones、Especially，atheoryregardingtherelationshipbetweenna-
tionallawandlocalby-1awhasnotyetbeenestablishedａｎｄｉｓｖａｇｕｅ・so，sometimeswhenthestandard
ofregulationofthelocalgovernmentIsby-lawisoveredofseverecomparedtonationallawconflictoc-
cursbetweennationallawandlocalby-lawBecause,thereisnostandardofjudgementandthereisa
lackoftheoreticalapprｏａｃｈｔｏｓｏｌｖｅｔｈａｔｐｒｏｂｌｅｍ
Ｔｈａｔｉｓｔｏsay，theJapanesecentralgovemmentinsiststhattheinhabitantsoftheselfLgoverningbodies
alloverthccountryshouldhavethecqUalprotectionunderthelawcarriedmtoeffectunifbnnly・
TherefbrewhentheselfLgovemingbodiesenacttheirownby-lawaccordmgtotheirlocalneeds，a
problemarises，namely，whichismoresuperior，nationallaworlocalby-law？
Ｉｔｉｓｓａｉｄｔｈａｔｎａｔｉｏｎallawshouldgenerallybesuperiorｔｏｂｙ－ｌａｗ，ａｎｄｓｏｔｈｅｒｅｉｓａｔｅｎｄｅｎｃｙｔｈａｔｔｈｅ
ｌｏcalselfgoverningbodicsdonItadoptnewpoliciesagainstthecentralgovennnent1sstandard，becauseif
theby-1awmfTmgesthenationallaw，ｉｔｗｉｌｌｂｅｒｅｇａｒｄｅｄａｓｎｕｌｌａｎｄｖｏｉｄ．、
But，Japanesenationallawshaveseriousproblemswhicharesosystematicａｎｄｃｈｒｏｎｉｃｔｈａｔｉｔｉｓｄｉｆ
ｆｉｃｕｌｔｔｏsolve、Herearethoseproblems
Firstly，thenationallawputsemphasisonunifbnnitythroughoutthecountry，ｓｏ，itisdifficultfbrthe
nationalsta､dardtofItalllocalneeds
Secondly，thenationallawwhichisenfbrcedbyacentralgovenⅡnentministryisverysectionaldue
tosectionalismofministry
Fmally，ｉｔｉｓｅａｓｙｆｂｒｔｈｅｎａｔｉｏｎａｌｌａｗｔｏｂｅｃomeanachromstic，ｏｗｍｇｔｏｔｈｅｄｅｌａｙｏｆａｍｅｎｄｍｅｎｔｓｏｒ
ｔｈｅｌａｃｋｏｆｇｒａｓｐｏｆｔｈｅｃｅｎｔｒａｌｇｏｖｅｍｍenttothecunsentlocalneeds・
Therefbre，toovercomelhoseproblemsofnatioｎａｌｌａｗ，ｌｏｃａｌｇovemment1slegislativepowershouldbe
enhancedandbedelegatedmorepowers，discretionsgiventothelocalgovemnent、
Meanwhile,wehavetocstablishasystemwhichjudgesaby-1awtobeillegalwhenaproblemofcon‐
nictarisesbetweenanationallawandaby-law
Therefbre，thepulposeofthisarticleistoconsiderthelocalgovemmentIslegislativepowerwhichI
havementionedaboveAlso，Itriedtopresemmyconsiderationsabutthelocalgovemment1slegislative
powerintermsofenhancinglocalautonomouspower，
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学位論文審査結果の要旨
本論文は，日本の地方自治体の自治立法権に関する研究である。日本が２１世紀に向けて地方分権型
社会へと転換をはかろうとしている現在，地方自治体の政策づくりの根拠となる条例，すなわち，自
治立法の拡大と民主的運用を目的として執筆されたものである。
本稿の構成は四章から成り立つが，第一章自治立法権の沿革，第二章条例制定権の範囲と限界，
第三章自治立法権に関する比較法的考察，第四章地方分権時代における自治立法の在り方となっ
ている。
第一章では，新憲法に保障された自治立法が，戦後にも再生された中央集権的法体制や中央省庁の
縦割り行政システムにより制約をうけているにもかかわらず，国の法律の不備を補い，国の政策を先
導（とくに公害。環境行政）しながら自治権の向上に努めてきたかを紹介し，自治立法の果たす役割
の重要性を見直している。ここに至る事例および学説等の研究は綴密に論ぜられているとの評価が下
された。
第二章では，条例制定権の範囲と限界に関する問題を，財産権の保障規定，罪刑法定主義や租税法
律主義などを定めた憲法との関係や，さらには憲法21条（表現の自由）２２条（職業選択の自由）等の
基本的人権規定との関係を論じ，次に法律と条例の関係を展開する。とくに，法律と条例との関係で
は，憲法92条の「地方自治の本旨」に重きをおき，これに住民が生活環境を自己決定するという住民
自治の原理を読み込み，国の法令より厳しい条例（｢上のせ」条例）を合法化させようとしている点
は，荒削りの議論であるが着眼点は評価できるとした。
第三章は，日本の地方自治制の形成に大きな影響を与えたドイツとアメリカの自治立法権の内容に
ついて紹介している。ドイツの団体自治を中心とする自治制とアメリカの住民自治を主とする自治制
を紹介するが，それぞれが連邦制をとっていることからくる日本との相違，また，日本では戦前のド
イツ的官治型自治制が導入され，その形が戦後も維持されて地方自治制に影響を与えている点などの
調査研究を更に深め，今後の課題とするよう指摘しておいた。
第四章は，これまでの自治立法権に関する議論を踏まえて，現今の地方分権の潮流の中で２１世紀の
地方分権時代に向けた自治立法権の在り方を模索している。そこでは，地方分権推進委員会勧告と地
方分権推進計画に盛られた自治立法権のあり方を論じ，その上に更に，自治体の憲法ともいうべき自
治基本条例を制定し，これを頂点として自治体立法体系を作ることを提案し，また，1980年代後半か
ら主張されてきた自治体政策法務論における自治立法の重要性を論じ，最後に近年の住民投票条例な
どにみられるように，市民型自治立法権の確立について提案していることは，将来の展望として興味
深く有用性のある理論であると評価した。
本論文の執筆者は，韓国からの留学生であるが，日本文献読解力にすぐれ詳細な学説。判例等の資
料調査を行い，内容的にも160頁に及ぶ論述をしている努力は十分評価できるものとした。本人には，
更に「韓国の自治立法権に関する考察」（社会環境研究５号）等の論文があり，本論文と比較するこ
とによって日韓の地方自治研究に益するものが大きいと信じ，本論文を全員一致で合格と判定した。
－２２－
